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Abstract 

【背景と目的】 

かつて日本は世界一の漁業国であったが、90 年代以降日本漁業は遠洋・沖合・沿岸を問わず、危機

的状況に置かれ、漁業の存続が危ぶまれている。その原因としては水産資源の減少、国際規制の強化、

輸入水産物の増大とそれに伴う魚価安、燃油高、そして漁業経営体の収益力低下などが考えられる。

つまり、日本漁業の衰退は、それを取り巻く外部環境条件の悪化によって引き起こされる一方、漁業

経営力の低下という内部要因によっても引き起こされている。 

そこで、本研究では漁業経営の内部要因に着目し、とくに漁船漁業に分析の焦点を当て、漁船漁業

の経営力を左右する収益性を改善するための方策を解明することを目的として設定する。日本漁業は

大きく、操業に漁船を用いる漁業と養殖や定置網漁業等のように水揚に漁船を使用する漁業の 2 つに

分けることができるが、本稿では前者を｢漁船漁業｣として捉える。 

【課題と方法】 

本研究では上記目的を達成するために以下の二つの課題を設定している。第１に日本漁船漁業の経

営状況を明らかにすること、第２に漁船漁業の収益性を改善するための諸方策を検討することである。

前者に関しては、既存の文献資料ならびに統計資料を基に売上利益率を指標として用いて分析し、後

者に関しては、気仙沼近海まぐろはえ縄漁業を事例として取り上げて、その漁場生産性の評価、操業

方法の選択、および漁場の選択という三つの項目から評価を行った。その際、｢収益性改善｣とは、水

揚金額から総費用を差し引いた利益が赤字にならないようにすることとして定義する。換言すれば売

上利益率が非負になることを目指すことが収益性改善の方策となる。沿岸まぐろはえ縄漁業、近海ま

ぐろはえ縄漁業、遠洋まぐろはえ縄漁業から構成されるまぐろはえ縄漁業は、日本の漁船漁業を代表

する漁業種類の一つであり、その中で近海まぐろはえ縄漁業は宮城、宮崎、高知などの沿岸漁村地域

においては基幹的な地域産業としての地位にある。当該漁業の盛衰は漁村地域経済の栄枯を決定し、

当該漁業経営の持続性確保は地域経済にとってきわめて重要な課題となっている。本研究では操業デ

ータを収集できた気仙沼地区の近海まぐろはえ縄漁業を取り上げている。 

【結果と考察】 

まず、売上利益率から日本漁船漁業の経営状況を検討してみた結果、1975 年から 2000 年までは売

上利益率はプラスとマイナスの間に周期的な変動を見せていたが、2000 年以降はマイナスとなり、し

かも利益率が低下傾向であり、漁業経営が悪化していることがわかった。このことは、50 トン層以上

のまぐろはえ縄漁業においても確認できる。 

次に、気仙沼地区まぐろはえ縄漁業を分析対象事例として用いて、漁場生産性、操業方法選択およ

び漁場選択の三つについて分析を行った。 

最初に主に｢メカジキ、ヨシキリザメ｣を漁獲する操業（通称浅縄操業）に従事する気仙沼近海まぐ

ろはえなわ漁船が気仙沼を根拠として、1 ヶ月に 29 日航海を 12 ヶ月間行うと仮定した。次に気仙沼

近海まぐろはえなわ漁船の操業記録･水揚実績を基礎にして、北部太平洋海域の緯度経度 1 度区画ご

とに月別、航海別の平均的な漁獲努力量、漁獲量、漁獲金額、経費、収支を整理し、それぞれの項目

について地理的な分布を海図上にプロットした。この結果を用いて、季節別の漁場の漁獲物特性、漁

獲努力量の偏り、利益の高低を特定し、併せて収益性の高い操業方法について検討を行った。 

この結果、冬季から春季にかけて日本近海域でメカジキとヨシキリザメが併せて漁獲される漁場で
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は黒字が大きく、夏季に形成されるメカジキ若しくはヨシキリザメのどちらか一方が漁獲される漁場

は経済性が低かった。一方で、夏季の 36～37°N、160～170°E 付近のメバチ対象操業は僅かなが

ら経営を改善できる可能性があると考えられた。ただし、 全般に遠距離の操業は収益性が低いと考え

られ、特に夏期の操業では収支の精査が必要と考えられた。 

この結果を受けて、春～夏季に漁獲対象魚種をまぐろ類へ変更した場合に利益の確保が可能か否か、

について検証を行った。漁獲対象魚種をまぐろ類へ変更するにあたり、まぐろ類を漁獲対象とした操

業に従事している 20 トン未満のまぐろはえ縄船をモデルとした。まぐろ類を漁獲対象とした 20 トン

未満のまぐろはえ縄船は漁具の到達深度を深くしており、深縄操業と呼ばれている。 

ここでは気仙沼近海まぐろはえ縄漁船が銚子を根拠として、1 ヶ月に 29 日航海を 12 ヶ月間行うと

仮定した。次に 20 トン未満の近海まぐろはえ縄漁船の操業、漁獲記録を基礎にして北部太平洋海域

の緯度経度 1 度区画ごとに月別、航海別の平均的な漁獲努力量、漁獲量、漁獲金額、経費、収支を整

理し、それぞれの項目について地理的な分布を海図上にプロットした。この結果を用いて、地理的な

利益の高低を特定し、収益性の高い漁場選択について検討した。 

その結果、1 航海 1 隻当たりの利益の 12 ヶ月間計は｢まぐろ類｣操業が-3,394 千円と赤字で、｢メカ

ジキ、ヨシキリザメ｣操業は 11,619 千円であり｢まぐろ類｣操業は｢メカジキ、ヨシキリザメ｣操業より

も年間を通して収益性が低かった。 

また、夏季に形成される｢まぐろ類｣操業の漁場は経済性が低く｢まぐろ類｣、｢メカジキ、ヨシキリザ

メ｣操業共に秋期から冬期にかけて黒字であり春期から夏季にかけて赤字であった。このことから採算

性の観点では夏季の｢まぐろ類｣操業の導入による採算性の向上は難しいと判断された。 

よって、従来通りの｢メカジキ、ヨシキリザメ｣操業を継続し、夏季のコスト圧縮とヨシキリザメの

単価向上に取り組むことが現実的と考えられた。 

そして、実操業では船体の整備期間を設けるため、整備期間 1 ヶ月、年間 11 ヶ月操業を仮定して｢メ

カジキ、ヨシキリザメ｣操業と｢まぐろ類｣操業で月別の予想漁獲金額、燃油費用、年間固定費用を組み

合わせ、整備期間をどの月に充てると最適であるかをエクセルの最適化分析ツールであるソルバーを

用いて試算し、更に不漁時の対応として、漁業共済制度を導入した試算を行った。 

ソルバーの結果からも｢メカジキ、ヨシキリザメ｣、｢まぐろ類｣両操業ともに 5～9 月は赤字航海と

なっており、この期間に操業方式を｢まぐろ類｣操業へ転換したとしても収益性の向上は期待できない

と考えられた。 

更に、年間 11 ヶ月操業では｢メカジキ、ヨシキリザメ｣、｢まぐろ類｣何れの操業においても赤字と

なり、両操業ともに 7 月に整備期間を設定すると赤字の幅が最小となっていた。｢メカジキ、ヨシキ

リザメ｣と｢まぐろ類｣を月別に取捨選択した操業も、7 月に整備期間を設定すると｢メカジキ、ヨシキ

リザメ｣または｢まぐろ類｣のどちらかの操業と比べると赤字の幅が少なくなっていたが、何れの操業を

行っても 11 ヶ月間の利益は赤字となっていた。また、漁業共済制度を用いた試算では何れの場合も

赤字となっており、根本的な解決策とはならないと考えられた。このことから現状の気仙沼近海まぐ

ろはえ縄船形(119 トン)で 20 トン未満のまぐろはえ縄船と同様の｢マグロ類｣操業を単純に導入しても

収益性改善には結びつかないものと推察した。一方、20 トン未満の船型は発動機の規模が小さく乗組

員数も少ないので、コストは気仙沼近海まぐろはえ縄船型よりも低く、収益性はこの結果より良いも

のと推察された。 

最後に収益性改善の基本的な取り組みとして、収益性の高い漁場選択の精度を上げるために推定漁

獲金額が平均値(期待値)より減少した場合でも黒字を担保出来る漁場を選択することと、推定漁獲金

額が平均値(期待値)より増加した場合でも赤字の確率の高い漁場を回避することで赤字航海の可能性

が減らせるのではないかとの仮説のもとで分析を行った。これは、漁獲金額の平均値をμ、漁獲金額

の加減幅の 1 単位を標準偏差(σ)としてμ、μ－σ、μ－2σの 3 段階で黒字漁場の推定とμ+2σ、μ

+3σの 2 段階で赤字漁場の推定を行った。黒字漁場の絞り込みについては、段階毎に黒字の出現確率

が上がるにつれて選択可能な黒字漁場が限定され、同様に赤字確率の高い漁場の絞り込みも行われた。 


